
トランプ政権の主要政策アジェンダ
• 国境・移民政策：国境警備の強化、不法移民の取り締まり及び強制送還の徹底
• 軍事・対中政策：米国軍隊の即応力及び抑止力の強化、インド太平洋地域における対中戦略競争の強化、防衛費の増額及び軍事近代

化の推進
• 行政改革・規制緩和：連邦官僚機構改革及び規制緩和、連邦政府の規模縮小と支出効率化、無駄な歳出の削減
• エネルギー政策(American Energy Dominance) ：米国のエネルギー自立・優位性の確立、化石燃料（石油、天然ガス）の開発
促進・供給拡大、アラスカ等の資源開発推進、パリ協定からの離脱

• インフラ・気候関連支出：投資雇用法（IIJA）及び気候変動関連支出の見直し・縮小
• エネルギー・産業政策（DOE政策）：

 DOEの研究開発重点化：化石エネルギー技術、重要鉱物サプライチェーン、SMRを含む先進原子力、安定的ベースロード電源技
術への研究開発支援を重視

 原子力政策：以下に関する大統領令を発布
 NRC改革:規制緩和とNRCの許認可プロセスの迅速化
 国家安全保障のための先進原子炉の展開:重要防衛施設での先進原子炉(SMR含む)の展開と輸出の促進
 DOEでの原子炉の試験に係る改革: DOE主導の試験炉・実証制度の強化
 原子力産業基盤の活性化:国内核燃料サイクルの強化及び原子炉の再稼働や増設を含む原子力産業基盤の活性化

• 科学技術政策：人工知能（AI）・量子技術への投資拡大、国家安全保障及び産業競争力強化を目的とした研究開発投資の拡充
• 対外援助・行政再編：America Firstに基づく対外援助の見直し、国際開発庁の国務省への再編・統合
• 教育政策：連邦教育省の権限縮小、教育政策の州政府・保護者主導への移行
• 外交・紛争対応：ウクライナ戦争の終結に向けた外交的解決の追求、中東（イスラエル・ガザ）紛争の終結促進、イランを含む地域紛争の

軍事的関与縮小と外交的解決の追求（政策目標）
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